
◀︎九段線

軍事的脅威に対しては、「憲法9条の護持」「平和主義」を唱えるだ
けではなく、現実的に防衛力・抑止力を強化しなければ、平和や安
全は守れません。
しかし、「大東亜戦争は、日本の侵略戦争だった」という日本を不
当に貶める歴史観のために、国内や周辺国から、「国防強化は戦争
への道である」という情報発信がなされています。

　今日、「南京大虐殺」「従軍慰安婦の強制連行」は捏造であっ
たことが明らかとなっています。また、大東亜戦争は、自衛戦
争であり、東南アジアの植民地を解放してきたことも事実です。
戦後71年の今、国民の安全・平和を守れる国家となるべく、

日本は先の大戦をめぐる歴史観を清算しなければなりません。

自虐史観を払拭して、
“抑止力”強化を

中国が領有権を主張する「九段線」。今回の裁定で、「中国の主張
する歴史的権利に法的根拠はない」と判断された。

在比中国領事館前で、南シナ海領有権問題で中国に抗議するフィリピンの人々。

今年7月12日、国際仲裁裁判所は、中

国が主張する南シナ海の主権を否定する

判断を示しました。中国は、南シナ海の

岩礁埋め立て・軍事拠点化を進めてきまし

たが、それに対し、国際社会からNOが

突き付けられました。しかし、中国側は裁

定を「紙切れ」と呼び、無視するばかりか、

南シナ海に爆撃機・戦闘機を哨戒させて

います。

　中国は、尖閣諸島の接続水域や鹿児

島県沖合の領海への侵入など、日本の安

全保障環境を大きく揺さぶっています。ま

た、北朝鮮によるミサイル発射実験も常

態化しており、日本の平和は、軍事力を

背景とした中朝の台頭によって脅かされて

います。

幸福実現党の大川隆法総裁は、2013年7月26日、先の大戦に関し 
ていわれなき自虐史観を押し付けた、「河野談話」「村山談話」※ 

の無効を宣言する「大川談話−私案−」を発表しています。
※従軍慰安婦問題への旧日本軍の関与や、アジア諸国への植民地支配と侵略を認めた談話。

戦後
71年　先の大戦をめぐる歴史観を改め、
平和への脅威に備えることが必要です。

平和を脅かす、
中国・北朝鮮の軍事拡張

国防なくして、国民の平和は守れません。
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南シナ海での実効支配に
国際社会がNO！ 中国
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党員募集
①幸福実現党の理念と綱領、政策に賛同される方
②満18歳以上の方

入党資格
あなたも参加しませんか ○	党費は一般党員が年間5,000円、学生党員が年間	

	 2,000円です。
○	資格期間は党費の入金日から１年間です。
○	一般党員には機関紙「幸福実現NEWS」（隔月発行）	
	 が送付されます。
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幸福実現党 党首

1969年、東京都生まれ。國學院
大學文学部史学科卒業。大手家庭
紙メーカー勤務を経て、1994年、
幸福の科学に奉職。常務理事など
を歴任。幸福実現党に入党後、女
性局長などを経て、2013年7月
より現職。
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平和を愛するからこそ、
国防に真剣にならざるを得ません。
　先の参院選では多くの方 よ々りご支援を頂き、誠に
ありがとうございました。今後とも、皆様の幸福実現
のため、力を尽くしてまいります。引き続き、ご支援を
よろしくお願い申し上げます。
　さて、幸福実現党は立党以来、一貫して国防を訴
えてきました。私は、広島市の平和記念式典にも参
加しましたが、今日の平和と繁栄は、先の大戦での
尊い犠牲のもとにあると、改めて感謝の思いが湧いて
きました。やはり、自虐史観を払拭させるとともに、平
和を守りたいからこそ、他国の侵略を許さない「抑止
力」を強化してまいりたいと思います。
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大川隆法  著

定価 1,620 円(税込) 
幸福の科学出版 刊

幸福の科学グループ創始者 兼 総裁
幸福実現党創立者 兼 総裁

『正義の法』
特別講義編
第4弾

経済の低迷、国防対策、そしてエネルギー問題―
現代の閉塞感を突破する、「幸福への選択」を提言。

▽中露が挑発するいま、沖縄から米軍を撤退させてはならない
▽選挙前のバラまき政治を認めたら、財政赤字が増えるだけ

未来へのイノベーション


